
*出力条件
*会計年度 ： H30
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 一般会計等
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 千円

（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 43,136,620 ※ 固定負債 12,929,866

有形固定資産 40,001,541 地方債 11,622,284
事業用資産 22,503,461 ※ 長期未払金 114,337

土地 6,417,252 退職手当引当金 1,193,245
立木竹 71,257 損失補償等引当金 0
建物 34,735,968 その他 0
建物減価償却累計額 △ 20,187,057 流動負債 1,465,246
工作物 3,593,051 1年内償還予定地方債 1,310,803
工作物減価償却累計額 △ 2,140,266 未払金 31,331
船舶 0 未払費用 0
船舶減価償却累計額 0 前受金 0
浮標等 0 前受収益 0
浮標等減価償却累計額 0 賞与等引当金 123,112
航空機 0 預り金 0
航空機減価償却累計額 0 その他 0
その他 713,296 14,395,112
その他減価償却累計額 △ 713,296 【純資産の部】
建設仮勘定 13,257 固定資産等形成分 47,282,009

インフラ資産 17,169,734 ※ 余剰分（不足分） △ 13,360,380
土地 1,267,280
建物 184,978
建物減価償却累計額 △ 121,591
工作物 45,281,560
工作物減価償却累計額 △ 29,507,502
その他 0
その他減価償却累計額 0
建設仮勘定 65,010

物品 1,949,146
物品減価償却累計額 △ 1,620,802

無形固定資産 2,857
ソフトウェア 2,857
その他 0

投資その他の資産 3,132,223
投資及び出資金 367,997

有価証券 10,130
出資金 357,867
その他 0

投資損失引当金 0
長期延滞債権 77,121
長期貸付金 463,919
基金 2,230,870

減債基金 0
その他 2,230,870

その他 0
徴収不能引当金 △ 7,684

流動資産 5,180,121
現金預金 570,853
未収金 23,162
短期貸付金 0
基金 4,586,106

財政調整基金 1,625,551
減債基金 2,960,555

棚卸資産 0
その他 0
徴収不能引当金 0 33,921,629

48,316,741 48,316,741

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

貸借対照表
（平成３１年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額



*出力条件
*会計年度 ： H30
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 一般会計等
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 千円

（単位：千円）

経常費用 9,136,634 ※

業務費用 5,367,248 ※

人件費 1,831,438
職員給与費 1,539,656
賞与等引当金繰入額 123,112
退職手当引当金繰入額 106,730
その他 61,940

物件費等 3,410,276
物件費 1,842,098
維持補修費 75,349
減価償却費 1,492,829
その他 -

その他の業務費用 125,535
支払利息 97,189
徴収不能引当金繰入額 △ 11,654
その他 40,000

移転費用 3,769,386
補助金等 1,766,142
社会保障給付 1,012,707
他会計への繰出金 986,054
その他 4,483

経常収益 499,235 ※

使用料及び手数料 252,297
その他 246,939

純経常行政コスト 8,637,399
臨時損失 202,566 ※

災害復旧事業費 102,042
資産除売却損 100,525
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -

臨時利益 -
資産売却益 -
その他 -

純行政コスト 8,839,965

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

行政コスト計算書
自　平成３０年４月１日　

至　平成３１年３月３１日

科目 金額



*出力条件
*会計年度 ： H30
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 一般会計等
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 千円

（単位：千円）

前年度末純資産残高 34,451,697 ※ 48,710,261 △ 14,258,563

純行政コスト（△） △ 8,839,965 △ 8,839,965

財源 8,794,423 8,794,423

税収等 7,103,090 7,103,090

国県等補助金 1,691,333 1,691,333

本年度差額 △ 45,543 ※ △ 45,543 ※

固定資産等の変動（内部変動） △ 943,726 943,726

有形固定資産等の増加 2,251,752 △ 2,251,752

有形固定資産等の減少 △ 3,043,645 3,043,645

貸付金・基金等の増加 1,217,731 △ 1,217,731

貸付金・基金等の減少 △ 1,369,564 1,369,564

資産評価差額 - -

無償所管換等 △ 484,526 △ 484,526

その他 - - -

本年度純資産変動額 △ 530,068 ※ △ 1,428,252 898,184 ※

本年度末純資産残高 33,921,629 ※ 47,282,009 △ 13,360,380 ※

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

純資産変動計算書
自　平成３０年４月１日　

至　平成３１年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）



*出力条件
*会計年度 ： H30
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 一般会計等
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 千円

（単位：千円）

【業務活動収支】
業務支出 7,657,372 ※

業務費用支出 3,899,459
人件費支出 1,862,570
物件費等支出 1,917,447
支払利息支出 97,189
その他の支出 22,253

移転費用支出 3,757,912
補助金等支出 1,754,668
社会保障給付支出 1,012,707
他会計への繰出支出 986,054
その他の支出 4,483

業務収入 8,819,829 ※

税収等収入 7,095,250
国県等補助金収入 1,227,134
使用料及び手数料収入 250,640
その他の収入 246,806

臨時支出 102,042
災害復旧事業費支出 102,042
その他の支出 -

臨時収入 97,526
業務活動収支 1,157,942 ※

【投資活動収支】
投資活動支出 2,274,308

公共施設等整備費支出 1,336,424
基金積立金支出 660,184
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 277,700
その他の支出 -

投資活動収入 1,487,962 ※

国県等補助金収入 366,673
基金取崩収入 771,941
貸付金元金回収収入 321,455
資産売却収入 27,894
その他の収入 -

投資活動収支 △ 786,346
【財務活動収支】

財務活動支出 1,325,278
地方債償還支出 1,325,278
その他の支出 -

財務活動収入 1,074,943
地方債発行収入 1,074,943
その他の収入 -

財務活動収支 △ 250,335
121,261
449,592
570,853

前年度末歳計外現金残高 0
本年度歳計外現金増減額 -
本年度末歳計外現金残高 0
本年度末現金預金残高 570,853

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高
本年度末資金残高

資金収支計算書
自　平成３０年４月１日　
至　平成３１年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額



一般会計等財務書類注記

１．重要な会計方針

有形固定資産等の評価基準及び評価方法
資産評価及び固定資産台帳整備の手引き〔平成27年1月総務省、令和元年８月改訂〕に定
める評価基準及び評価方法による。

有価証券等の評価基準及び評価方法
① 満期保有目的有価証券
　　償却原価法による。
　
② 満期保有目的以外の有価証券
　　市場価格のあるものについては、年度末日の市場価格に基づく時価法による。
　　市場価格のないものについては、取得原価による移動平均法による。

有形固定資産等の減価償却の方法
① 有形固定資産（事業用資産、インフラ資産、物品）
　　定額法を採用
　
② 無形固定資産
　　定額法を採用

引当金の計上基準及び算定方法
① 徴収不能引当金
　　過去５年間の平均不納欠損率による。
② 賞与等引当金
　　翌年度６月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間に対する本年度の支給
対象期間の割合を乗じた額を計上
③ 退職手当引当金
　　本年度末に特別職を含む全職員（本年度末退職者を除く）が普通退職した場合の退職
手当を次の簡便法により算定
　　勤務年数ごとに（職員数×平均俸給月額×退職手当の支給率）を算定し合算する。

リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理による。

資金収支計算書における資金の範囲
現金（手許現金、要求払預金）及び現金同等物（出納整理期間中の取引により発生する資
金の受払を含む。)を、資金の範囲としている。

その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

２．重要な会計方針の変更等
会計処理の原則または手続を変更した場合には、その旨、変更の理由及び当該変更が財務書類
に与えている影響の内容

特になし

３．重要な後発事象
主要な業務の改廃

４．偶発債務

５．追加情報
対象範囲（対象とする会計名）

一般会計
育英奨学金特別会計



一般会計等と普通会計の対象範囲等の差異
なし

出納整理期間について、出納整理期間が設けられている旨（根拠条文を含みます。）及び出納
整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としている旨

地方自治法第235条の５の規定により出納整理期間が設けられてる。当会計年度に係る出
納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数として
いる。

表示単位未満の金額は四捨五入することとしているが、四捨五入により合計金額
に齟齬が生じる場合は、その旨

各項目の金額を表示単位未満で四捨五入により処理しているため、合計等の金額が一致し
ない場合がある。

地方公共団体財政健全化法における健全化判断比率の状況
実質赤字比率　　　　算定なし
連結実質赤字比率　　算定なし
実質公債費比率　　　13.1%
将来負担比率　　　　33.6%

繰越事業に係る将来の支出予定額
繰越明許費　1,531,403,000円

減価償却について直接法を採用した場合、当該各有形固定資産の科目別または一括による減価
償却累計額

事業用資産／建物 ： 20,187,057,129円
事業用資産／工作物 ： 2,140,266,334円
事業用資産／船舶 ： 0円
事業用資産／浮標等 ： 0円
事業用資産／航空機 ： 0円
事業用資産／その他 ： 713,295,893円
インフラ資産／建物 ： 121,591,476円
インフラ資産／工作物 ： 29,507,502,309円
インフラ資産／その他 ： 0円
物品 ： 1,620,801,628円

減債基金に係る積立不足の有無及び不足額
積立不足はない

基金借入金（繰替運用）の内容
歳計現金に不足が生じる場合、効率性を勘案の上、歳計現金への繰替運用を行っている。

将来負担に関する情報（地方公共団体財政健全化法における将来負担比率の算定
要素）

将来負担額　　　　 24,567,799千円
充当可能財源等　　 22,621,302千円
標準財政規模　　　　6,931,660千円
算入公債費等の額　  1,142,594千円

管理者と所有者が異なる指定区間外の国道や指定区間の一級河川等及び表示登
記が行われていない法定外公共物の財務情報（土地・償却資産別の取得価額等及
び減価償却累計額）（地方公共団体の資産としては計上しないものの、公共施設
等のマネジメントの観点から、注記することが望まれます。）

該当事項なし

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容
貸借対照表の純資産における固定資産等形成分には、本町が調達した資源を充当して形成
した資産残高（減価償却累計額控除後）であり、余剰分（不足分）は、純資産の金額から
固定資産等形成分を控除した金額を計上しており、残高が正数であれば余剰分として費消
可能な資源の蓄積を意味する。本町の場合、残高が負数となっていることから、余剰では
なく不足していることを意味する。



基礎的財政収支
業務活動収支　　　　1,157,942,117円
支払利息支出　　　　　 97,188,857円
投資活動収支　　　△　786,345,882円
基金積立金支出　　　　660,183,550円
基金取崩収入　　　△　771,940,815円
____________________________________
基礎的財政収支　　　　357,027,827円

重要な非資金取引
該当事項なし



１．一般会計等貸借対照表の内容に関する明細
（１）資産項目の明細

①有形固定資産の明細 （単位：千円）

1,953,094 40,001,540

一般会計等財務書類附属明細書

合計 93,291,782 7,096,515 6,096,240 94,292,055 54,290,514

0 65,010

 物品 2,005,671 171,559 228,083 1,949,146 1,620,802 107,694 328,345

　　建設仮勘定 0 65,010 0 65,010 0

895,373 15,774,058

　　その他 - - - - - - -

　　工作物 45,049,846 231,715 0 45,281,560 29,507,502

0 1,267,280

　　建物 181,198 3,780 0 184,978 121,591 5,394 63,386

　　土地 1,252,177 15,103 0 1,267,280 0

0 13,257

 インフラ資産 46,483,221 315,608 0 46,798,828 29,629,093 900,767 17,169,734

　　建設仮勘定 18,478 14,964 20,185 13,257 0

- -

　　その他 713,296 0 0 713,296 713,296 1,708 0

　　航空機 - - - - -

- -

　　浮標等 - - - - - - -

　　船舶 - - - - -

823,675 14,548,910

　　工作物 3,533,383 379,551 319,882 3,593,051 2,140,266 119,250 1,452,785

　　建物 34,105,475 5,407,549 4,777,056 34,735,968 20,187,057

0 6,417,252

　　立木竹 71,257 0 0 71,257 0 0 71,257

　  土地 6,361,001 807,284 751,034 6,417,252 0

本年度償却額
（F)

差引本年度末残高
（D)－（E)

（G)
 事業用資産 44,802,890 6,609,348 5,868,157 45,544,081 23,040,619 944,633 22,503,461

区分 前年度末残高
（A）

本年度増加額
（B）

本年度減少額
（C）

本年度末残高
（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末
減価償却累計額

（E)



②有形固定資産の行政目的別明細 （単位：千円）

956,399 883,208 0 1,209,707 40,001,540合計 17,756,689 11,834,687 3,241,638 111,550 4,007,662
7,975 18,945 81,681 - - 328,345

- - - 17,786 65,010-

 物品 78,051 58,754 82,939 -

　　建設仮勘定 47,224 - - -

- - - - - -

- - - 229,056 15,774,0581,296,694

　　その他 - - - -

　　工作物 14,248,308 - - -

6,535 - - - - 63,386

- - - 3,234 1,267,280498,877

　　建物 56,504 - 347 -

　　土地 765,168 - - -

1,802,106 0 0 0 250,076 17,169,734

- - - - 13,2573,294

 インフラ資産 15,117,204 0 347 0

　　建設仮勘定 0 9,963 0 0

0 - - - - 0

- - - - --

　　その他 - - - -

　　航空機 - - - -

- - - - - -

- - - - --

　　浮標等 - - - -

　　船舶 - - - -

53,954 166,144 14,794 - 78,236 1,452,785

593,763 94,407 - 798,162 14,548,9101,431,898

　　工作物 23,330 986,614 129,714 -

　　建物 1,503,605 7,856,490 2,241,806 28,779

71,257 - - - - 71,257

177,547 692,326 - 83,233 6,417,252637,178

　　立木竹 - - - -

　　土地 1,034,499 2,922,866 786,832 82,771

2,197,581 937,454 801,527 0 959,631 22,503,461

消防・警察 総務 その他 未設定 合計産業振興

 事業用資産 2,561,434 11,775,933 3,158,352 111,550

区分
生活インフラ・

国土保全
教育 福祉 環境衛生



③投資及び出資金の明細

市場価格のあるもの （単位：千円）

銘柄名 株数・口数など
（A）

時価単価
（B）

貸借対照表計上額
（A）×（B)

（C)
取得単価

（D)

取得原価
（A）×（D)

（E)

評価差額
（C）－（E)

（F)

（参考）財産に関する
調書記載額

富山空港ターミナルビル株式会社 2 2,500 5,000 2,500 5,000 0

棚山観光開発株式会社 183 10 1,830 10 1,830 0

富山県いきいき物産株式会社 1 300 300 300 300 0

株式会社新川コミュニティ放送 30 100 3,000 100 3,000 0

合計 216 2,910 10,130 2,910 10,130 0 0

市場価格のないもののうち連結対象団体（会計）に対するもの （単位：千円）

相手先名
出資金額

（貸借対照表計上額）
（A)

資産
（B)

負債
（C)

純資産額
（B）－（C)

（D)
資本金

（E)

出資割合（％）
（A）/（E)

（F)

実質価額
（D)×（F)

（G)

投資損失引当金
計上額

（H)

（参考）財産に関する
調書記載額

入善町体育協会 107,124 0 0 0 107,149 99.98% 0

入善町文化振興財団 50,000 0 0 0 50,000 100.00% 0

入善町農業公社 15,000 0 0 0 30,000 50.00% 0

入善里山観光開発株式会社 6,000 0 0 0 8,400 71.43% 0

合計 178,124 0 0 0 195,549 - 0 0 0

市場価格のないもののうち連結対象団体（会計）以外に対するもの （単位：千円）

相手先名 出資金額
（A)

資産
（B)

負債
（C)

純資産額
（B）－（C)

（D)
資本金

（E)

出資割合（％）
（A）/（E)

（F)

実質価額
（D)×（F)

（G)
強制評価減

（H)

貸借対照表計上額
（Ａ）－（Ｈ）

（Ｉ）

（参考）財産に関す
る

調書記載額

富山県農業信用基金協会 2,980 0 2,980

富山県漁業信用基金協会 3,100 0 3,100

富山県畜産振興協会 990 0 990

富山県造林公社 730 0 730

社会福祉法人おあしす新川 10,000 0 10,000

とやま医療健康システム株式会社 5,000 0 5,000

地方公共団体金融機構 3,000 0 3,000

新川森林組合 100 0 100

あいの風とやま鉄道株式会社 26,000 0 26,000

県勤労者信用基金協会出捐金 4,351 0 4,351

労働福祉基金出捐金 1,380 0 1,380



相手先名 出資金額
（A)

資産
（B)

負債
（C)

純資産額
（B）－（C)

（D)
資本金

（E)

出資割合（％）
（A）/（E)

（F)

実質価額
（D)×（F)

（G)
強制評価減

（H)

貸借対照表計上額
（Ａ）－（Ｈ）

（Ｉ）

（参考）財産に関す
る

調書記載額

県信用保証協会出捐金 9,300 0 9,300

東京富山会館出捐金 1,650 0 1,650

県青年農業者育成基金協会出捐金 3,336 0 3,336

県水産公社出捐金 500 0 500

県水産公社栽培漁業推進基金出捐金 8,230 0 8,230

富山技術開発団体技術振興基金出捐金 3,870 0 3,870

県がん対策基金出捐金 600 0 600

とやま国際センター出捐金 2,140 0 2,140

富山ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝﾋﾞｭｰﾛｰ出捐金 200 0 200

富山県高等教育振興財団出捐金 2,730 0 2,730

砂防ﾌﾛﾝﾃｨｱ整備推進機構出捐金 40 0 40

とやま環境財団出捐金 2,620 0 2,620

暴力追放運動推進センター出捐金 2,620 0 2,620

酪農ヘルパー基金出捐金 780 0 780

新川地区ふるさと市町村圏基金出捐金 83,276 0 83,276

富山県女性財団出捐金 220 0 220

0 0

0 0

0 0

0 0

合計 179,743 0 0 0 0 - 0 0 179,743 0



④基金の明細 （単位：千円）

財政調整基金 1,425,551 200,000 1,625,551

減債基金 2,960,555 2,960,555

公共施設等整備基金 1,235,410 1,235,410

地域福祉基金 298,000 298,000

坂本福祉事業基金 8,383 8,383

金澤福祉事業基金 45,312 45,312

農業振興基金 15,148 15,148

漁業振興基金 59,228 59,228

山本育英奨学基金 57,643 57,643

芸術文化振興基金 3,000 3,000

墓地公園管理基金 18,978 18,978

異文化理解教育基金 49,714 49,714

(参考)財産に関す
る

調書記載額
種類 現金預金 有価証券 土地 その他

合計
(貸借対照表計上

額)



米山育英奨学基金 5,165 5,165

米山中学文化スポーツ基金 1,785 1,785

里山温泉観光施設管理基金 14,655 14,655

夢みる青少年育成基金 10,000 10,000

土地開発基金 374,103 0 4,346 378,449

災害対策基金 30,000 30,000

合計 6,612,630 200,000 4,346 0 6,816,976 0



⑤貸付金の明細 （単位：千円）

貸借対照表計上
額

徴収不能引当金
計上額

貸借対照表計上
額

徴収不能引当金
計上額

育英奨学資金貸付金 52,490 0

地域総合整備資金貸付金事業 411,429 0

合計 463,919 0 0 0 0

地方独立行政法人

地方三公社

第三セクター等

その他の貸付金

相手先名または種別
長期貸付金 短期貸付金 （参考）

貸付金計

地方公営事業

一部事務組合・広域連合



⑥長期延滞債権の明細 （単位：千円）

相手先名または種別 貸借対照表計上額
徴収不能引当金計上

額

小計 0 0

個人住民税 24,134

法人住民税 46

固定資産税 52,008

軽自動車税 933

小計 77,121 0

合計 77,121 0

第三セクター等

【貸付金】

【未収金】

税等未収金

その他の未収金

その他の貸付金



⑦未収金の明細 （単位：千円）

相手先名または種別 貸借対照表計上額
徴収不能引当金計上

額

小計 0 0

個人住民税 8,141

法人住民税

固定資産税 12,426

軽自動車税 758

町営住宅退去時修繕費負担金 180

町営住宅使用料 1,657

小計 23,162 0

合計 23,162 0

その他の未収金

【貸付金】

第三セクター等

その他の貸付金

【未収金】

税等未収金



（２）負債項目の明細

①地方債（借入先別）の明細 （単位：千円）

うち1年内償還予定 うち共同発行債 うち住民公募債

　　一般公共事業 2,078,553 219,205 776,330 561,069 248,620 325,674 0 0 0 166,860

　　公営住宅建設 583,559 81,391 328,297 0 88,472 166,790 0 0 0 0

　　災害復旧 3,553 88 3,553 0 0 0 0 0 0 0

　　教育・福祉施設 1,863,189 281,574 247,043 0 473,130 961,236 0 0 0 181,780

　　一般単独事業 2,999,686 358,640 41,961 1,566,573 700,064 691,088 0 0 0 0

　　その他 18,491 1,568 17,332 1,159 0 0 0 0 0 0

　　臨時財政対策債 5,301,022 347,900 5,103,271 197,751 0 0 0 0 0 0

　　減税補てん債 85,034 20,437 85,034 0 0 0 0 0 0 0

　　退職手当債

　　その他

合計 12,933,087 1,310,803 6,602,821 2,326,552 1,510,286 2,144,788 0 0 0 348,640

【特別分】

市場公募債 その他種類 地方債残高 政府資金
地方公共団体

金融機構
市中銀行

その他の
金融機関

【通常分】



②地方債（利率別）の明細 （単位：千円）

12,933,087 11,975,272 853,858 10,644 46,815 33,866 12,632 0

③地方債（返済期間別）の明細 （単位：千円）

12,933,087 1,310,803 1,324,007 1,294,172 1,298,094 1,273,957 4,179,613 1,555,699 564,646 132,096

④特定の契約条項が付された地方債の概要 （単位：千円）

0

地方債残高 1.5％以下
1.5％超

2.0％以下
2.0％超

2.5％以下
2.5％超

3.0％以下
3.0％超

3.5％以下
3.5％超

4.0％以下
4.0％超

（参考）
加重平均

利率

20年超

特定の契約条項が
付された地方債残高

契約条項の概要

４年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超
15年以内

15年超
20年以内

地方債残高 １年以内
１年超

２年以内
２年超

３年以内
３年超

４年以内



⑤引当金の明細 （単位：千円）

目的使用 その他

投資損失引当金 0

徴収不能引当金 19,337 6,093 17,746 7,684

徴収不能引当金 0 0 0

退職手当引当金 1,231,519 106,730 145,004 1,193,245

損失補償等引当金 0

賞与等引当金 115,971 123,112 115,971 123,112

合計 1,366,827 235,935 278,721 0 1,324,041

固定資産

流動資産

固定負債

流動負債

区分 前年度末残高 本年度増加額
本年度減少額

本年度末残高



２．行政コスト計算書の内容に関する明細

（１）補助金等の明細

名称

県道改良負担金

自治公民館補助

LED防犯灯設置事業

担い手確保・経営強化支援

コミュニティ助成事業

その他

計

退職手当組合負担金

コミュニティ助成事業

新川広域圏事務組合分担金

地区振興、元気な地区づくり、コミュニティーパートナー
シップ

入善町社会福祉協議会補助金

民生委員児童委員協議会補助

シルバー人材センター運営費補助

新川地域介護保険・ケーブルテレビ事業組合負担金

病児保育事業

農地集積協力金

入善町農業公社管理運営補助

水田利活用推進

経営所得安定対策推進

地域営農とも補償推進

多面的機能支払交付金

商工会事業助成

中小企業設備投資促進

実施団体 2,656 自治公民館整備・建設に対する支援

富山県知事 14,168 県道整備にかかる負担金

実施団体 17,986
経営規模の拡大に必要な農業用機械等導入に対す
る支援

自治振興会 4,863 LED防犯灯設置に対する支援

5,442

担い手農家の経営安定化のための支援

みな穂農業協同組合 1,436
水田を有効活用し、麦・大豆等の戦略作物の生産を
行うものに対する支援

実施団体 45,428 中小企業の設備投資に対する支援

8,593 病児保育事業に対する支援

新川地域介護保険・ケーブルテレビ事業組合 381,516 一部事務組合に対する町負担金

入善町農業公社 3,379 農業公社運営に対する支援

実施団体 15,219 農地集積に協力する者に対する支援

市町村総合事務組合 212,886

農業再生協議会 20,699 米の生産調整を実施した農業者に対する支援

農業再生協議会 7,224

社会福祉協議会の運営に対する支援

民生委員児童委員協議会 5,766 民生委員活動に対する支援

自治振興会等

入善町社会福祉協議会

入善町シルバー人材センター

0

7,830

区分 相手先 金額 支出目的

（単位：千円）

他団体への公共施設等整備補助金等
(所有外資産分）

自治振興会 15,000 自治会当のハード事業への支援

60,115

自治振興会 15,439 自治会に対する支援

新川広域圏事務組合 281,371 一部事務組合に対する町負担金

自治会等のソフト事業への支援

その他の補助金等

7,191

実施団体 178,155
農地や農業用水等の基盤整備事業等を共同で取り
組む活動に対する支援

入善町商工会 26,596 商工会事業に対する支援

シルバー人材センター運営に対する支援

嶋田医院



デマンド交通補助

新幹線ライナー

フラワーロード開催

入善町観光物産協会

空き家バンク利活用促進

安心定住促進

新川地域消防組合負担金

学校給食費補助

海外交流事業負担金

入善町文化振興財団補助

入善町体育協会補助

その他

計

申請者 9,043 空き家バンクを利用した賃貸・売買に対する支援

54,103

入善町体育協会 37,729 体育協会の運営に対する支援

入善町文化振興財団 44,979 文化振興財団の運営に対する支援

海外交流事業負担金会計 8,011 海外交流事業に対する支援

小中学校 17,230 学校給食費に対する支援

新川地域消防組合 261,503 一部事務組合に対する町負担金

申請者 16,859 親族との同居、近居を進めるものへの支援

観光物産協会 6,990 観光物産協会の運営に対する支援

フラワーロード実行委員会 5,500 フラワーロード開催に対する支援

実施団体 10,722 新幹線ライナー運行に対する支援

実施団体 14,630 デマンド交通運行に対する支援

合計 1,766,142

1,706,027

その他の補助金等



（１）財源の明細 （単位：千円）

会計 区分 財源の内容 金額
3,436,980

149,923
6,335

14,150
11,700

464,341
1,119

44,849
11,592

2,871,688
2,580

678
61,587
25,568

7,103,090
国庫支出金 359,040
県支出金 7,633

計 366,673
国庫支出金 575,566
県支出金 749,094

計 1,324,660
1,691,333
8,794,423

他会計繰入金

交通安全対策特別交付金

地方譲与税

地方交付税
地方特例交付金
自動車取得税交付金
ゴルフ場利用税交付金
地方消費税交付金
株式等譲渡所得割交付金
配当割交付金
利子割交付金

３．純資産変動計算書の内容に関する明細

一般会計

税収等

地方税

寄付金

小計

資本的
補助金

国県等補助金

経常的
補助金

小計
合計

分担金・負担金



0

計 0

計 0
0
0

育英奨学金特
別会計

税収等

小計

資本的
補助金

国県等補助金

経常的
補助金

小計
合計



国県等補助金 地方債 税収等 その他

純行政コスト 8,839,965 1,324,660 426,443 5,373,160 1,715,702

有形固定資産等の増加 1,533,289 366,673 648,500 450,720 67,396

貸付金・基金等の増加 1,217,731 1,217,731

その他 0

合計 11,590,985 1,691,333 1,074,943 7,041,611 1,783,098

（２）財源情報の明細 （単位：千円）

区分 金額

内訳



４．資金収支計算書の内容に関する明細

（１）資金の明細 （単位：千円）

種類 本年度末残高

現金 570,853

要求払預金 0

短期投資 0

合計 570,853


